
（１）相談件数の推移（10年間）
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雇い止め 14,346 （4.1％）

出向・配置転換 10,749 （3.0％）

雇用管理等 8,913 （2.5％）

募集・採用 2,537 （0.7％）

採用内定取り消し 1,924 （0.5％）

その他の労働条件 57,847 （16.4％）

その他 41,747 （11.8％）

令和３年度
民事上の個別労働紛争

相談件数
（※内訳延べ合計件数）

計352,914件

（２）民事上の個別労働紛争｜相談内容別の件数

※ ％は相談内容の全体（内訳延べ合計件数）に占める割合。合計値は、四捨五入による端数処理の関係で100％に
ならないことがある。なお、内訳延べ合計件数は、１回の相談で複数の内容にまたがる相談が行われた場合に
は、複数の相談内容を件数として計上したもの。
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令和３年度個別労働紛争解決制度の運用状況

ほか 計138,063

１ 総合労働相談
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（ ）内は対前年度比

いじめ・嫌がらせ（※）
86,034件（+8.6%)

解雇
33,189件（-12.3%）

自己都合退職
40,501件（+2.5%）

労働条件の引き下げ
30,524件（-5.5%）

退職勧奨
24,603件（-3.7％）

（３）民事上の個別労働紛争｜主な相談内容別の件数推移（10年間）

※ （ ）内は相談対象の労働者の就労形態の全体（合計件数）に占める割合。合計値は、四捨五入による端数処理
の関係で100％にならないことがある。

（４）民事上の個別労働紛争｜就労形態別の件数

正社員
103,484 
(36.4%)

短時間労働者
39,122 
(13.8%)

有期雇用労働者
31,427 
(11.1%)

派遣労働者
13,143 
(4.6%)

その他・不明
96,963 
(34.1%)

令和３年度
民事上の個別労働紛争

相談件数

計284,139件
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相談者の種類

労働者 235,924（83.0％）

事業主 28,004（ 9.9％）

その他 20,211（ 7.1％）

※ 事業主からの相談は、相談対象の
労働者の就労形態を計上している。

※［参考］労働施策総合推進法に関する相談件数は、P2の※５を参照。




